
✓投資環境整備・産業政策策定、企業間リンケージ形成、企業競争力強化を複合的に実
施することにより、当該国の成長牽引産業が育成される。

✓今後、中所得国の罠に陥らず、更なる高成長を達成するため、グローバルバリュー
チェーンの中で他国との効果的・効率的なエコシステムを構築していくための段階的
シナリオを設定。

✓ 企業の成長＝仕事を生み出し人々の生活を豊かにする源＝国の経済発展の要であるこ
とを念頭に、投資を含む国内外の企業間リンケージ形成と企業競争力の強化が連動する
正のスパイラルを形成。

「アジア投資促進・産業振興」クラスター事業戦略

基本方針

✓ 日本と強固な経済関係を有するアジ
ア地域にて展開各国の状況（経済発
展段階、政治経済体制、日本との関
係性）に即し、コンポーネントを組み
合わせた協力。

✓ インクルーシブな経済成長に向け、
ジェンダーや障害主流化等、包摂的
な取り組みとなるよう留意。

課題領域と正のスパイラルの関係
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■基礎情報収集・確認調査
◆技術協力プロジェクト
●個別専門家・国別研修他個別案件
★開発計画調査型技協案件

【東南アジア・大洋州】
ラオス ◆日本センタービジネス人材育成・ネットワーキング強化プロジェクト (-8/2026)
カンボジア ◆カンボジア日本人材開発センター起業家育成・ビジネス交流拠点機能拡充プロジェクトフェーズ2(-
3/2025)
インドネシア ■SUを核とした大学発イノベーション・エコシステム構築に係る情報収集・確認調査(-１/2025)
                  ●知的財産権アドバイザー(-5/2027)
                  ●知的財産権の審査能力向上(-10/2025)

●工業開発アドバイザー(-5/2026)
●投資促進政策アドバイザー(-12/2025)
★自動車産業開発プロジェクト(-4/2025)

                  ●外国人材受入・送出促進アドバイザー (-9/2026)
ベトナム◆日本人材開発センタービジネス人材育成、拠点機能強化プロジェクト (-12/2025)

◆ベトナム人海外就労希望者の求人情報へのアクセス支援プロジェクト(-7/2028)
          ■ ベトナム・日本間移住労働における公正で倫理的なリクルートイニシアディブの促進に係る

情報収集・確認調査 (-5/2025)
● 投資ビジネス環境整備アドバイザー(-9/2025)
●工業所有権アドバイザー(-4/2028)

タイ◆RISMEPを活用したタイランド4.0のための中小企業スマートファクトリープロジェクト
ミャンマー ◆ ミャンマー日本人材開発センタープロジェクト フェーズII(-3/2026)

●ティラワ経済特別区管理委員会運営支援アドバイザー(-3/2025)

【南アジア】
インド ◆ 経営幹部育成を基盤とした日印共創ビジネス交流促進プラットフォーム構築プロジェクト(-7/2028)
バングラデシュ ◆ 経済特区管理・投資促進能力強化プロジェクト(-5/2027)

◆ 産業競争力強化プロジェクト(-5/2028)
★ MIDI総合開発計画策定プロジェクト(-5/2028)
● 投資促進アドバイザー(-9/2026)
● 貿易協定締結支援（-3/2026)

ネパール ◆ 海外就労者キャリア開発・起業家支援プロジェクト（-12/2026)

【東・中央アジア他】
モンゴル ◆日本人材開発センタービジネス人材育成・交流拠点機能強化プロジェクト (-4/2025)

◆日本・モンゴル間の経済連携強化に向けたビジネス促進プロジェクト (-4/2030)
カザフスタン ●ビジネス振興アドバイザー (-9/2025)

●日本の経験を通じたビジネス振興 (-7/2025)
タジキスタン◆スモールビジネス・インキュベーション・プロジェクト(-11/2028)
ウズベキスタン◆日本人材開発センター・ビジネス人材育成・交流機能強化プロジェクト（フェーズ2） (-11/2025)
ジョージア ●イノベーション・スタートアップ・エコシステムの促進（-1/2027)
キルギス ◆日本人材開発センター・ビジネス人材育成・交流拠点機能強化プロジェクト(-3/2026)

◆カンボジア

◆■●モンゴル

◆ラオス

◆●インド

●ジョージア

■●★インドネシア

◆●ミャンマー
◆★●■バングラデシュ

◆●■ベトナム

◆ネパール

◆●ウズベキスタン

●◆カザフスタン

◆タイ

◆●タジキスタン

★◆キルギス

「アジア投資促進・産業振興」クラスター事業戦略
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■外国投資促進を通じて産業多角化 ■輸出競争力のある産業を育成

■ビジネス環境整備、投資促進に資する経済特区開発促進

（経済特区開発、投資促進、産業振興、総合開発計画策定支援）

Key

Word

2017-2022 バングラデシュ投資促進・産業競争力強化プロジェクト
(現顧問府/投資開発庁/経済特区庁/産業省他）

概要｜ビジネス環境整備、投資促進に資する経済特区開発促進、及び産業振興
に係る施策の立案・実施、実施体制の強化により、外国直接投資と国内産

業の連関の強化を図り、もって同国内の産業の多角化及び高度化に寄与

2023～2027

MIDI総合開発計画
策定プロジェクト
（現顧問府他）

2024～2028

産業競争力強化
プロジェクト（産業省他）

2022～2027

経済特区管理・
投資促進プロジェクト
（経済特区庁）

2024～2026

投資促進アドバイザー
（投資開発庁）

外国直接投資促進と

国内産業との連関強化

経済特区開発、ワンス

トップサービス(OSS)構

築支援、EZ投資促進等

産業政策（パイロット）の

実行、産業人材育成、企

業間リンケージ形成等

MIDI地域の総合開発

計画策定及び実施能力

強化

日本での金型技術の向上研修の様子展開

連携

バングラデシュにおける産業多角化、雇用機会の創出にむけ、ＪＩＣＡ事業（円借款など）とも連携
の上、投資促進、ビジネス環境の整備、経済特区開発などを総合的に支援

技術協力事例１：バングラデシュにおける包括的な民間セクター開発支援
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■「日本式経営」で、競争力のある現地企業を育成

■現地経営人材と日本企業間のビジネスネットワーク構築を支援

Key

Word

• 「日本人材開発センター（通称：日本センター）」は、市場経済移行国における「顔
の見える援助」として、また、ビジネス人材育成と日本との人脈形成の拠点とし
て構想され、2000より順次開設。

• 現在は各国の機関として運営され、JICAがビジネス研修等の実施を支援（カ
ザフスタン、ウクライナへの支援は終了）。「日本式経営」を主軸としたビジネス
コースを各国で実施。

• 長年の事業運営を経て、経済・教育関連分野の交流に資する現地関係機関と
の広いネットワークを有する（例：現地ネットワーク企業数6,800社超）。同
ネットワークを活用した現地企業と日本企業間のネットワーク構築も支援。

【日本センター所在国】

【ビジネスコース】

当該国の経営者・起業家といった産業中核人材の育成に加え、
情報・ネットワークの拠点機能を通じ、ビジネス関係者、支援機
関や大学・研究機関等のプラットフォームとなることを目指す。

技術協力事例2：東南アジア、東・中央アジアの「日本人材開発センター」

キーウ
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